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　　　　　　　　　　 　　　　　 （単位：千円）

5,260,735 1,298,949
3,810,363 7,238

19,310 202,172
22,834 516,047

889,171 65,546
163,953 61,883
16,797 171,796
27,245 20,111
34,176 35,510

225,853 68,489
51,606 15,600
△578 61,177

73,374

5,838,417 464,385
3,740,327 121,291

948,078 259,151
8,087 49,302

68,994 34,200
4,033 440

43,865
2,504,345

162,922
15,777
7,853 株　主　資　本 8,931,393
1,352 798,288
6,571 607,655

2,082,312 600,052
1,227,487 7,603

48,300 7,718,244
97,574 199,572
16,062 7,518,672

625,579 300,000
76,110 6,138,000

△8,803 1,080,672
△7,000 △192,795

404,425
その他有価証券

評価差額金

前 受 金

（　資　　産　　の　　部　） （　負　　債　　の　　部　）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

電 子 記 録 債 権

電 子 記 録 債 務

貸　　借　　対　　照　　表

(2024年12月31日現在）

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

受 取 手 形

買 掛 金

売掛金及び契約資産 リ ー ス 債 務

製 品 未 払 金

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

立 替 金 賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

そ の 他

仕 掛 品 未 払 費 用

原 材 料 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債建 物

構 築 物 資 産 除 去 債 務

ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 剰 余 金電 話 加 入 権

投資その他の資産

機 械 装 置

そ の 他車 両 運 搬 具

負 債 合 計

資 本 準 備 金

リ ー ス 資 産

土 地

（　純　資　産　の　部　）
リ ー ス 資 産

資 本 金

無形固定資産

長 期 未 払 金

11,099,153 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,099,153

前 払 年 金 費 用

評価・換算差額等

そ の 他

404,425

資 産 合 計

 配当平均積立金

9,335,818

その他資本剰余金

貸 倒 引 当 金

純 資 産 合 計

1,763,334
工 具 器 具 備 品

貸 倒 引 当 金

長 期 前 払 費 用

別 途 積 立 金

保 険 積 立 金

 繰越利益剰余金

投 資 不 動 産

自 己 株 式

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

投 資 有 価 証 券

利 益 剰 余 金



7,915,177

6,301,051

1,614,125

1,435,578

178,547

26,114

1,026

18,002

2,464

5,085 52,693

4,411

1,430

32

1,821

1,550

461 9,707
221,533

1,171

42,924 44,095

265,628

147,021

△42,640 104,381

161,246

法 人 税 等 調 整 額

雑 収 入

賃 貸 費 用

支 払 利 息

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

法人税・住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

雑 損 失

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

有 価 証 券 償 還 損

損　　益　　計　　算　　書

自　2024年1月1日　　至　2024年12月31日     　  　（単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

受 取 保 険 金

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

受 取 利 息 ・ 配 当 金

営 業 外 収 益

有 価 証 券 利 息

受 取 賃 貸 料

投 資 有 価 証 券 売 却 益

障 害 者 雇 用 納 付 金

固 定 資 産 除 却 損



当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分（譲渡制限
付株式報酬）
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

株主資本

配当平均 繰越利益 合計

積立金 剰余金

当期首残高 199,572 300,000 5,538,000 1,815,399 △174,530 9,082,659

当期変動額

剰余金の配当 △295,973 △295,973

別途積立金の積立 600,000 △600,000 －           

当期純利益 161,246 161,246

自己株式の取得 △26,736 △26,736

自己株式の処分（譲渡制限
付株式報酬）

8,471 10,197

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 －           －           600,000 △734,727 △18,265 △151,265

当期末残高 199,572 300,000 6,138,000 1,080,672 △192,795 8,931,393

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分（譲渡制限
付株式報酬）
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

その他有価証券

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（単位：千円）自　2024年1月1日　　至　2024年12月31日

資本剰余金

株　主　資　本

資本剰余金合計

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金

その他資本剰余金資本準備金
資本金

798,288 600,052 605,929

－                             1,726

5,876

評価差額金
評価・換算差額等合計

評価・換算差額等

1,726

607,655

1,726

600,052

1,726

7,603

－                             

798,288

△295,973

－                             

161,246

△26,736

純資産合計

9,427,455

59,629

59,629

株　主　資　本

利益剰余金

利益剰余金合計

404,425

344,795

59,629

59,629

404,425

10,197

59,629

△91,636

9,335,818

344,795

△134,727

7,718,244

自己株式

－                             

161,246

7,852,971

△295,973



個 別 注 記 表  

 

１ .重 要 な会 計 方 針 に係 る事 項  

 

 （ 1） 資 産 の評 価 基 準 及 び評 価 方 法  

 

①有 価 証 券 の評 価 基 準 及 び評 価 方 法  

    その他 有 価 証 券  

市 場 価 格 のない株 式 等 以 外 のもの 

期 末 日 の市 場 価 格 等 に基 づく時 価 法 （ 評 価 差 額 は全 部 純 資 産 直 入 法 によ

り処 理 し、売 却 原 価 は移 動 平 均 法 により算 定 ）  

     市 場 価 格 のない株 式 等  

移 動 平 均 法 による原 価 法  
 

②棚 卸 資 産 の評 価 基 準 及 び評 価 方 法  

    製品・仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

    原材料 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定） 

 

 （ ２ ） 固 定 資 産 の減 価 償 却 の方 法  

 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。 

なお、主 な耐 用 年 数 は次 のとおりであります。  

 

     

 

 

 

 

②  無 形 固 定 資 産 （ リース資 産 を除 く）  

ソフトウェアについては社 内 における利 用 可 能 期 間 （ ５ 年 ） による定 額 法  
 

③リース資 産  

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
 

 （ ３ ） 引 当 金 の計 上 基 準  
 

 ①貸 倒 引 当 金  

債 権 の貸 倒 れによる損 失 に備 えるため、一 般 債 権 については貸 倒 実 績 率 により、

貸 倒 懸 念 債 権 等 特 定 の債 権 については個 別 に回 収 可 能 性 を検 討 して、回 収 不 能

見 込 額 を計 上 しております。 

 

②賞 与 引 当 金  

      従 業 員 の賞 与 の支 給 に充 てるため、支 給 見 込 額 に基 づき計 上 しております。 
 

③役 員 賞 与 引 当 金  

      役 員 の賞 与 の支 給 に充 てるため、支 給 見 込 額 に基 づき計 上 しております。 

建 物 31～ 47 年  

構 築 物 10～ 40 年  

機 械 装 置 10 年  

車 両 運 搬 具  5 年  

工具器具備品  5～ 10 年  



④退 職 給 付 引 当 金  

従 業 員 の退 職 給 付 に備 えるため、当 事 業 年 度 末 における退 職 給 付 債 務 及 び年

金 資 産 の見 込 額 に基 づき計 上 しております。数 理 計 算 上 の差 異 については、各 期 の

発 生 時 における従 業 員 の平 均 残 存 勤 務 期 間 以 内 の一 定 の年 数 （ １ ０ 年 ） による定

額 法 に基 づく按 分 額 をそれぞれ発 生 の翌 期 から費 用 処 理 することとしております。 

なお、当 事 業 年 度 において年 金 資 産 残 高 が退 職 給 付 債 務 から未 認 識 数 理 計 算

上 の差 異 を加 減 した額 を超 えているため、当 該 金 額 を前 払 年 金 費 用 として投 資 その

他 の資 産 に計 上 しております。 

 

（ ４ ）収益及び費用の計上基準 
当社はビジネスフォーム等の印刷販売及びデータプリントサービスを主とした事業を

行っております。印刷物等の製造・販売につきましては、顧客との契約に基づいて約束し

た製品及び商品を引き渡す義務を負っており、当該製品及び商品の引き渡し時点で顧客が

当該製品及び商品に対する支配を獲得し履行義務が充足されることから収益を認識して

おります。なお、国内販売のみであることから、「収益認識に関する会計基準の適用指針」

第 98 項に定める代替的な取り扱いを適用し、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客

に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点において収益を認識し

ております。また、印刷物等の製造・販売のほか関連する管理・運営等のサービス及びシ

ステム開発を行っております。これらにつきましては、顧客との契約に基づく履行義務の

充足に伴い、一定期間にわたり収益を認識しております。 

なお、取引の対価は履行義務を充足してから 1年以内に受領しており、重要な金融要素

は含まれておりません。 

 

２．表示方法の変更 

 

（損益計算書）  

前事業年度において、独立掲記しておりました営業外費用の「支払手数料」は、営業外費用

の総額の 100 分の 10 以下となったため、当事業年度より営業外費用の「雑損失」に含めて表

示しております。 

 

前事業年度において、営業外費用の「雑損失」に含めておりました「障害者雇用納付金」は、

営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしまし

た。 

 

３ ． 会計上の見積りの変更 

 

（耐用年数の変更） 

当事業年度において、高尾工場の稼働を終了し解体することを決定したことに伴い、高 尾

工 場 の建 物 及 び不 要 となる固 定 資 産 の耐 用 年 数 を見 直 し、残 存 使 用 見 込 期 間 まで

短 縮 しております。 

これにより、従 来 の方 法 に比 べて、当 事 業 年 度 の営 業 利 益 、経 常 利 益 及 び税 引 前

当 期 純 利 益 がそれぞれ 109,871 千 円 減 少 しております。 

 

（資産除去債務の見積りの変更） 

当事業年度において、新たな情報を入手したことにより、野田工場の建物に係るアスベス

ト除去費用に関してその合理的な見積りが可能となったことから、新たに除去費用の見積り

を行いました。また、建設リサイクル法に基づく特定建設資材等の撤去費用の見積りの変更

も行っております。その結果、資産除去債務 23,885 千円を計上しております。  

更に、当事業年度において高尾工場の建物解体に伴う敷地の土壌汚染調査が必要となった

ことから、土壌汚染調査費用の見積りを行い、資産除去債務 9,800 千円を計上しております。 

これらの見積りの変更により当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそ

れぞれ 13,261 千円減少しております。 

 



４ ． 貸 借 対 照 表 関 係  
 

（ １ ） 有 形 固 定 資 産 の減 価 償 却 累 計 額                     4,261,374 千 円  
                                    

（ ２ ） 決算期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理は、手形交換日又は決済日をもって決済

処理しております。なお、当決算期末日が金融機関の休日であったため、次の決算期末日満期

手形及び電子記録債権が決算期末日残高に含まれております。 

受 取 手 形  1,917 千 円  

電 子 記 録 債 権  7,456 千 円  
 

（ ３ ） 売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以

下のとおりであります。 

売 掛 金  889,171 千 円  

契 約 資 産  － 千 円  
 

（ ４ ） 取 締 役 、監 査 役 に対 する金 銭 債 務  

短 期 金 銭 債 務  800 千 円  

長 期 金 銭 債 務  34,200 千 円  
 
５ ． 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 関 係  
 

（ １ ） 事 業 年 度 の末 日 における発 行 済 株 式 の数  普 通 株 式  5,815,294 株  

   

（ ２ ） 事 業 年 度 の末 日 における自 己 株 式 の数  普 通 株 式  258,356 株  
 
  （ ３ ） 配 当 に関 する事 項  
 
   ①配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2024年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 195,319千円 35.00円 2023年12月31日 2024年３月29日 

2024年８月８日 
取締役会 

普通株式 100,654千円 18.00円 2024年６月30日 2024年８月29日 

     
 ②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2025 年３月 28 日開 催 の定 時 株 主 総 会 の議 案 として、普 通 株 式 の配 当 に関 す

る事 項 を次 のとおり提 案 しております。 

イ．配当金の総額 111,138 千円 

ロ．1 株当たり配当額 20.00 円  

ハ．基準日 2024 年 12 月 31 日  

ニ．効力発生日 2025 年 3 月 31 日  

     なお、配 当 原 資 については、利 益 剰 余 金 とすることを予 定 しております。 
 
６ ． 収 益 認 識 関 係  
 

（ １ ）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
  当事業年度（自 2024 年１月１日 至 2024 年 12 月 31 日） 

製品区分 金額（千円） 

印刷関連 2,552,487 

ＤＰＰ 4,453,604 

ＷＥＢ 266,348 

ＢＰＯ 642,737 

顧客との契約から生じる収益 7,915,177 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高 7,915,177 

   （注）当事業年度より、製品区分の分類を変更しております。 



（ ２ ）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
  収益を理解するための基礎となる情報は、「1．重要な会計方針に係る事項 （ ４ ）収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

（ ３ ） 当 事 業 年 度 及 び翌 事 業 年 度 以 降 の収 益 の金 額 を理 解 するための情 報  

 
①契約資産及び契約負債の残高等 

 当事業年度（千円） 
 期首残高 期末残高 
顧客との契約から生じた債権 879,883 931,317 

契約資産 83,101 － 

契約負債 42,815 35,364 

契約資産は、顧客との契約について進捗度に応じて認識した収益額のうち未請求の対価

に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無

条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。 

契約負債は、貸借対照表上、「前受金」に計上しております。契約負債は、顧客との契約

履行に先立ち受領した対価であり、収益の認識に伴い取り崩されます。 

当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、

38,486 千円であります。また、契約負債の増減は前受金の受取（契約負債の増加）と収益

認識（契約負債の減少）によるものであります。 

 

②残存履行義務に配分した取引価格 
残存履行義務に分配した取引価格については、当初に予想される契約期間が 1 年を超え

る重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客

との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

７ ． 金 融 商 品 関 係  

 

（ １ ）金融商品の状況に関する事項 
 
①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金調達については、運転資金及び設備投資計画に照らして必要な資金を金融

機関から借入により調達しております。また資金運用については、投機目的による取引は

行っておりません。 
 

②金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。 

投資有価証券は、株式、投資信託及び社債であり、市場価格の変動リスク及び株式・債

券等発行体の信用リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、４ヶ月以内の支払期日でありま

す。 
 
③金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、販売管理規程に基づき、各営業所が取引先の信用状況を定期的

にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

ロ．市場リスク（市場価格や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、必要に応

じて保有の見直しを図っております。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流

動性リスクを管理しております。 



④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
 

（ ２ ）金融商品の時価等に関する事項 
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 貸借対照表計上額 
（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

投資有価証券    
その他有価証券 1,227,487 1,227,487 － 

 
（注）１．「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金及び契約資産」、「立替金」、

「支払手形」、「電子記録債務」、「買掛金」、「未払法人税等」については、現金又は短

期間で決済されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略し

ております。また、リース債務につきましては重要性が乏しいため、注記を省略して

おります。 
 
２．投資信託は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準

価額を時価とみなしており、上表の「投資有価証券」に含まれております。 
 
３．市場価格のない株式等は、上表の「投資有価証券」には含めておりません。当該金融

商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。  
区分 当事業年度（千円） 

非上場株式 5,350 

 
 ４．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 １年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超 10 年以内 
（千円） 

10 年超 
（千円） 

現金及び預金 3,810,363 － － － 

受取手形 19,310 － － － 

電子記録債権 22,834 － － － 

売掛金及び契約資産 889,171 － － － 

投資有価証券     
その他有価証券のうち満期が

あるもの 
－ － 120,000 － 

立替金 225,853 － － － 

合計 4,967,533 － 120,000 － 
 

（ ３ ）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算出に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格によ

り算定した時価 
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価  
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。 
 



①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

資産         

投資有価証券         

その他有価証券         

株式 900,353 － － 900,353 

債券 － 114,082 － 114,082 

投資信託 － 207,702 － 207,702 

計 900,353 321,784 － 1,222,137 

 
 ②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

該当事項はありません。 
 
(注)１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 
上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類し

ております。債券につきましては、取引金融機関から提示された基準価格等によって

おり、インプット等の市場での観察可能性に基づき、レベル２またはレベル３の時価

に分類しております。投資信託は、公表されている基準価額を用いて評価しており、

レベル２の時価に分類しております。 
(注)２．時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

期首残高から当期末残高への調整表、当事業年度の損益に認識した評価損益 

 有価証券（千円） 

期首残高 30,032 

当事業年度の損益又は評価・換算差額等  

 損益に計上 △32 

 評価・換算差額等に計上 ― 

購入、売却、発行及び決済の純額 △30,000 

レベル３の時価への振替 ― 

レベル３の時価からの振替 ― 

期末残高 ― 

当事業年度の損益に計上した額のうち貸借対照

表日において保有する金融商品の評価損益 ― 

     

８ ． 賃 貸 等 不 動 産 関 係  

 

   賃 貸 等 不 動 産 の総 額 に重 要 性 が乏 しいため、記 載 を省 略 しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ ． 税 効 果 会 計 関 係  
 

繰 延 税 金 資 産 及 び繰 延 税 金 負 債 の発 生 の主 な原 因 別 の内 訳  
  

繰 延 税 金 資 産   

 未 払 事 業 税  4,486 千 円  

 未 払 役 員 退 職 慰 労 金  10,717 千 円  

 会 員 権 評 価 損  16,519 千 円  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  8,706 千 円  

 減 損 損 失  7,904 千 円  

 資 産 除 去 債 務  33,828 千 円  

 貸 倒 引 当 金  2,872 千 円  

 賞 与 引 当 金  20,971 千 円  

 減 価 償 却 費  30,595 千 円  

 その他  30,743 千 円  

 繰 延 税 金 資 産 小 計  167,347 千 円  

 評 価 性 引 当 額  △48,058 千 円  

 繰 延 税 金 資 産 合 計  119,288 千 円  

繰 延 税 金 負 債   

 その他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △178,487 千 円  

 前 払 年 金 費 用  △191,552 千 円  

 資 産 除 去 債 務  △8,400 千 円  

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △378,440 千 円  

繰 延 税 金 負 債 の純 額  △259,151 千 円  

 

10． 退 職 給 付 関 係  
 

（ １ ） 採 用 している退 職 給 付 制 度 の概 要  

当 社 は確 定 給 付 型 の制 度 として、一 般 従 業 員 に対 して確 定 給 付 年 金 制 度 を設

けております。また、従 業 員 の退 職 等 に際 して割 増 退 職 金 を支 払 う場 合 があります。 
 

（ ２ ） 退 職 給 付 債 務 に関 する事 項 （ ２ ０ ２ ４ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 現 在 ）  
 

 （ 単 位 ： 千 円 ）  

退 職 給 付 債 務  △1,087,945 

年 金 資 産  1,953,603 

未 積 立 退 職 給 付 債 務  865,658 

未 認 識 数 理 計 算 上 の差 異  △240,078 

前 払 年 金 費 用  625,579 
 

（ ３ ） 退 職 給 付 費 用 に関 する事 項 (自  ２ ０ ２ ４ 年 １ 月 １ 日  至  ２ ０ ２ ４ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ) 
 

 （ 単 位 ： 千 円 ）  

勤 務 費 用  83,940 

利 息 費 用  6,700 

期 待 運 用 収 益  △37,986 

数 理 計 算 上 の差 異 の費 用 処 理 額  20,260 

退 職 給 付 費 用  72,915 

 

（ ４ ） 退 職 給 付 債 務 等 の計 算 の基 礎 に関 する事 項  
 

退 職 給 付 見 込 額 の期 間 帰 属 方 法  給 付 算 定 式 基 準  

割 引 率  0.885％  

長 期 期 待 運 用 収 益 率  2.0％  

数 理 計 算 上 の差 異 の処 理 年 数  10 年  



11． 関 連 当 事 者 との取 引 関 係  

 

   該当する重要な事項はありません。 

  

12． １ 株 当 たり情 報  

 

（ １ ） １ 株 当 たり純 資 産 額  1,680 円 03 銭  

  

（ ２ ） １ 株 当 たり当 期 純 利 益  28 円 87 銭  

 

 


